
 

1 概   況 （従業者４人以上の事業所） 

   平成１８年工業統計調査（調査期日 平成１８年１２月３１日）の本県の集計結果は以下のと

  おりである。 

   事業所数は ２,８９７事業所で、前年に比べて２５５事業所（▲8.1％）減少した。 

   従業者数は ７６,５８５人で、前年に比べて１,３７６人（＋1.8％）増加した。 

   製造品出荷額等は ２兆１８２億円で、前年に比べて１,６５９億円(＋9.0％)増加し、４年連

続の増加となった。また、平成９年以来９年ぶりに２兆円を超えた。 

   粗付加価値額は ８,２３２億円で、前年に比べて１９６億円（＋2.4％）増加し、製造品出荷

額等と同様、４年連続で増加した。 

                                       

 概 況 表         

 平成１７年 平成１８年 増  減 対前年比（％）

  事業所数      3,152      2,897      ▲255     ▲8.1 

  従業者数(人)     75,209     76,585   ＋ 1,376     ＋1.8 

  製造品出荷額等(百万円)    1,852,261    2,018,201   ＋165,940     ＋9.0 

  粗付加価値額(百万円)     803,601     823,170    ＋19,569      ＋2.4 

 

福 井 県 製 造 業 の 事 業 所 数 、 従 業 者 数 、 製 造 品 出 荷 額 等 、 粗 付 加 価 値 額 の 推 移   
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2 事業所数（従業者４人以上の事業所） 
 

事業所数は２,８９７事業所と、前年に比べ２５５事業所減（▲8.1％）となった。 

 

（１）産業別 

事業所数の最も多い業種は、繊維（543 事業所 構成比 18.7％）で、以下、食料品（279 事業所 同 9.6％）、 

精密機械（261 事業所 同 9.0％）の順となった。 

 

前年と比べると、増加した業種は、化学(3 事業所増 ＋5.7％)、ゴム(1 事業所増 ＋20.0％)の２業種で、 

減少した業種は、繊維（66 事業所減 ▲10.8％）、精密機械（36 事業所減 ▲12.1％）など１９業種となった。   

 

                        

 

 

                        

                        

                        

      

                        

      

                        

                        

      

      

                        

                        

                        

      

      

      

                        

                        

                        

                     

（２）従業者規模別 
最も多いのは、４～９人規模（1,456 事業所 構成比 50.3％）で、以下、１０～１９人規模 （679 事業所  

同 23.4％）、３０～９９人規模（313 事業所 同 10.8％）の順となった。 

  

    前年と比べると、増加したのは、１０～１９人規模（34 事業所増 ＋5.3％）、１００～２９９人規模（11 

事業所増 ＋10.4％）、２０～２９人規模（3事業所増 ＋1.0％）、３００人以上規模（1事業所増 ＋4.3％） 

で、減少したのは４～９人規模（294 事業所減 ▲16.8％）、３０～９９人規模（10 事業所減 ▲3.1％）とな 

った。【従業者規模別 1】 

                       

 

 

 

表１ 産業中分類別 事業所数（従業者４人以上の事業所） 

 17 年 

 

18 年 増減 

対前年比

（％）

構成比

（％）

  製造業計 3,152 2,897 ▲ 255 ▲ 8.1 100．0

9 食料品 298 279 ▲ 19 ▲ 6.4 9.6 

10 飲料・飼料 40 31 ▲ 9 ▲ 22.5 1.1 

11 繊維 609 543 ▲ 66 ▲ 10.8 18.7 

12 衣服 263 247 ▲ 16 ▲ 6.1 8.5 

13 木材 143 130 ▲ 13 ▲ 9.1 4.5 

14 家具 79 69 ▲ 10 ▲ 12.7 2.4 

15 パルプ・紙 112 103 ▲ 9 ▲ 8.0 3.6 

16 印刷 131 126 ▲ 5 ▲ 3.8 4.3 

17 化学 53 56 3 5.7 1.9 

18 石油・石炭 10 9 ▲ 1 ▲ 10.0 0.3 

19 プラスチック 148 129 ▲ 19 ▲ 12.8 4.5 

20 ゴム 5 6 1 20.0 0.2 

21 皮革 5 5 0 0.0 0.2 

22 窯業・土石 154 146 ▲ 8 ▲ 5.2 5.0 

23 鉄鋼 24 20 ▲ 4 ▲ 16.7 0.7 

24 非鉄金属 21 19 ▲ 2 ▲ 9.5 0.7 

25 金属 219 217 ▲ 2 ▲ 0.9 7.5 

26 一般機械 234 218 ▲ 16 ▲ 6.8 7.5 

27 電気機械 76 72 ▲ 4 ▲ 5.3 2.5 

28 情報通信機械 10 6 ▲ 4 ▲ 40.0 0.2 

29 電子・デバイス 66 66 0 0.0 2.3 

30 輸送機械 24 24 0 0.0 0.8 

31 精密機械 297 261 ▲ 36 ▲ 12.1 9.0 

32 その他 131 115 ▲ 16 ▲ 12.2 4.0 

図１　事業所数（2,897事業所）の産業中分類別構成比
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3 従業者数（従業者４人以上の事業所） 
 

従業者数は７６,５８５人で、前年に比べ１,３７６人増（＋1.8％）となった。 

 

（１）産業別 

従業者数の最も多い業種は、繊維（12,367 人 構成比 16.1％）で、以下、電子・デバイス（10,966 人 同 

14.3％）、衣服（5,723 人 同 7.5％）、精密機械（5,410 人 同 7.1％）、食料品（5,215 人 同 6.8％）の 

順となっており、この５業種で全体の５１.８％を占めている。 

 

前年と比べると、増加した業種は、電子・デバイス（1,306 人増 ＋13.5％）、化学（373 人増  ＋9.7％）、 

電気機械（306 人増 ＋8.6％）などの１１業種で、減少した業種は精密機械（249 人減 ▲4.4％）、情報通信機 

械（189 人減 ▲40.9％）、 衣服（179 人減 ▲3.0％）など１３業種となった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）従業者規模別 
最も多いのは、１００～２９９人規模（18,956 人 構成比 24.8％）で、以下、３０～９９人規模（16,556 人  

同 21.6％）、３００人以上規模（15,524 人 同 20.3％）の順となった。 

  

前年と比べると、増加したのは、１００～２９９人規模（1,846 人増 ＋10.8％）、３００人以上規模（1,251 人 

増 ＋8.8％）、１０～１９人規模（349 人増 ＋3.9％）、２０～２９人規模（125 人増 ＋1.7％）で、減少したのは、 

４～９人規模（1,518 人減 ▲15.0％）、３０～９９人規模（677 人減  ▲3.9％）となった。【従業者規模別 1】 

 

表２ 産業中分類別 従業者数（従業者４人以上の事業所） 

 

17 年 

（人） 

18 年 

（人） 

増減 

（人） 

対前年比

（％）

構成比

 （％）

  製造業計 75,209 76,585 1,376 1.8 100.0

9 食料品 5,291 5,215 ▲ 76 ▲ 1.4 6.8

10 飲料・飼料 355 306 ▲ 49 ▲ 13.8 0.4

11 繊維 12,449 12,367 ▲ 82 ▲ 0.7 16.1

12 衣服 5,902 5,723 ▲ 179 ▲ 3.0 7.5

13 木材 1,471 1,371 ▲ 100 ▲ 6.8 1.8

14 家具 994 959 ▲ 35 ▲ 3.5 1.3

15 パルプ・紙 1,898 1,775 ▲ 123 ▲ 6.5 2.3

16 印刷 2,117 2,212 95 4.5 2.9

17 化学 3,863 4,236 373 9.7 5.5

18 石油・石炭 84 78 ▲ 6 ▲ 7.1 0.1

19 プラスチック 4,352 4,411 59 1.4 5.8

20 ゴム 128 135 7 5.5 0.2

21 皮革 77 85 8 10.4 0.1

22 窯業・土石 2,927 2,870 ▲ 57 ▲ 1.9 3.7

23 鉄鋼 381 361 ▲ 20 ▲ 5.2 0.5

24 非鉄金属 1,306 1,358 52 4.0 1.8

25 金属 4,513 4,619 106 2.3 6.0

26 一般機械 4,249 4,387 138 3.2 5.7

27 電気機械 3,572 3,878 306 8.6 5.1

28 情報通信機械 462 273 ▲ 189 ▲ 40.9 0.4

29 電子・デバイス 9,660 10,966 1,306 13.5 14.3

30 輸送機械 2,056 2,226 170 8.3 2.9

31 精密機械 5,659 5,410 ▲ 249 ▲ 4.4 7.1

32 その他 1,443 1,364 ▲ 79 ▲ 5.5 1.8

図２　従業者数（76,585人）の産業中分類別構成比

繊維
16.1%その他１４業種

20.2%

電子・デバイス
14.3%

衣服
7.5%

精密機械
7.1%

食料品
6.8%

金属
6.0%

プラスチック
5.8%

一般機械
5.7%

化学
5.5%

電気機械
5.1%



                                         

4 製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所） 
 
製造品出荷額等は ２兆１８２億円で、前年に比べ１，６５９億円増（＋9.0％）となり、４年連続の増加とな 

った。また、平成９年以来、９年ぶりに２兆円を超す出荷額等となった。 

 （１）産業別 
製造品出荷額等の最も多い業種は、電子・デバイス（3,835 億円 構成比 19.0％）で、以下、化学 

（2,826 億円 同 14.0％）、繊維（1,863 億円 同 9.2％）、電気機械（1,474 億円 同 7.3％）、非鉄金属（1,369 

億円 同 6.8％）の順となっており、この５業種で全体の５６.３％を占めている。 

 

前年と比べると、増加した業種は、電子・デバイス（507 億円増 ＋15.2％）、化学（324 億円増 ＋13.0％）、 

非鉄金属（276 億円増 ＋25.3％）など１３業種で、減少した業種は、プラスチック（151 億円減 ▲12.5％）、 

木材(38 億円減 ▲11.5％)など１１業種となった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）従業者規模別 
最も多いのは、３００人以上規模（6,753 億円 構成比 33.5％）で、以下１００～２９９人規模（6,314 億円 

 同 31.3％）、３０～９９人規模（3,783 億円 同 18.7％）の順となった。 

  

前年と比べると、増加したのは、３００人以上規模（1,094 億円増 ＋19.3％）、１００～２９９人規模（572 

億円増 ＋10.0％）、２０～２９人規模（48 億円増 ＋3.9％）、１０～１９人規模（31億円増 ＋2.7％）、 

３０～９９人規模（9億円増 ＋0.2％）で、減少したのは、４～９人規模（94 億円減 ▲9.8％） となった。 

【従業者規模別 1】 

 

表３ 産業中分類別 製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所） 

 

17 年 

（百万円） 

18 年 

（百万円）  

 増減 

（百万円） 

対前年比

（％）

構成比

（％）

   製造業計 1,852,261 2,018,201 165,940 9.0 100.0 

9 食料品 58,374 58,080 ▲ 294 ▲ 0.5 2.9 

10 飲料・飼料 6,030 5,376 ▲ 654 ▲ 10.8 0.3 

11 繊維 185,799 186,262 463 0.2 9.2 

12 衣服 65,645 64,949 ▲ 696 ▲ 1.1 3.2 

13 木材 33,236 29,406 ▲ 3,830 ▲ 11.5 1.5 

14 家具 15,040 15,007 ▲ 33 ▲ 0.2 0.7 

15 パルプ・紙 44,768 44,225 ▲ 543 ▲ 1.2 2.2 

16 印刷 28,565 29,454 889 3.1 1.5 

17 化学 250,208 282,616 32,408 13.0 14.0 

18 石油・石炭 3,788 3,294 ▲ 494 ▲ 13.0 0.2 

19 プラスチック 121,334 106,202 ▲ 15,132 ▲ 12.5 5.3 

20 ゴム 1,078 1,068 ▲ 10 ▲ 0.9 0.1 

21 皮革 488 513 25 5.1 0.0 

22 窯業・土石 76,881 98,395 21,514 28.0 4.9 

23 鉄鋼 14,506 15,828 1,322 9.1 0.8 

24 非鉄金属 109,298 136,941 27,643 25.3 6.8 

25 金属 83,087 90,793 7,706 9.3 4.5 

26 一般機械 116,757 123,178 6,421 5.5 6.1 

27 電気機械 120,166 147,374 27,208 22.6 7.3 

28 情報通信機械 13,843 14,030 187 1.4 0.7 

29 電子・デバイス 332,807 383,544 50,737 15.2 19.0 

30 輸送機械 76,355 89,972 13,617 17.8 4.5 

31 精密機械 74,897 73,751 ▲ 1,146 ▲ 1.5 3.7 

32 その他 19,312 17,941 ▲ 1,371 ▲ 7.1 0.9 

図３　製造品出荷額等（２兆１８２億円）の
産業中分類別構成比
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（３）産業３類型別 
産業３類型別で出荷額等の構成比をみると最も高いのは、基礎素材型産業で７年連続で上昇している。 

次いで、加工組立型、生活関連型の順となっており、生活関連型産業は５年連続で低下した。 

図４　産業３類型別製造品出荷額等の構成比の推移

35.2

35.5

37.5

37.9

38.8

39.7

39.9

41.2

37.1

40.2

37.4

37.9

38.8

38.8

39.7

40.1

27.6

24.3

25.1

24.2

22.4

21.6

20.5

18.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１１年

１２年

１３年

１４年

１５年

１６年

１７年

１８年

基礎素材型 加工組立型 生活関連型

 
   表４ 産業３類型別製造品出荷額等の推移                     （単位：百万円） 

 
 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 

基礎素材型 661,571 700,853 669,635 638,800 678,321 719,170 738,183 831,850

加工組立型 697,006 793,163 665,056 640,015 678,410 703,349 734,825 808,768

生活関連型 518,556 480,332 445,363 408,280 390,799 390,799 379,253 377,583

 
（注）基礎素材型…（鉄、石油、木材、紙などの製品で、産業の基礎素材となる製品を製造する産業） 

木材、パルプ・紙、化学、石油・石炭、プラスチック、ゴム、窯業、土石、鉄鋼、非鉄金属、金属 
加工組立型…（自動車、テレビ、時計などの加工製品を製造する産業） 

一般機械、電気機械、情報通信機械、電子･デバイス、輸送機械、精密機械 
   生活関連型…（飲料食品、衣服、家具等の衣食住に関連する製品等を製造する産業） 

食料品、飲料・飼料、繊維、衣服、家具、印刷、皮革、その他 
 

 



                                         

５ 粗付加価値額（従業者４人以上の事業所） 

   粗付加価値額は８，２３２億円で、前年に比べ１９６億円増（＋2.4％）となり、４年連続の増加と 

なった。 

産業別に前年と比べると、増加した業種は、窯業・土石（182 億円増 ＋38.0％）、電子・デバイス（149 億 

円増 ＋12.5％）、電気機械（144 億円増 ＋23.6％）など１１業種で、減少した業種は、プラスチック(192 億 

円減 ▲27.8％）、繊維（66 億円減 ▲6.5％）、非鉄金属（64 億円減 ▲32.1％）など 13 業種となった。 

なお、粗付加価値率（＊）は４０．８％となり、前年より２．６ポイント低下した。 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
『粗付加価値額＝製造品出荷額等－原材料使用額等－（消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額）』 

＊粗付加価値率＝  粗付加価値額  ×１００ 
        製造品出荷額等 
 
 

            

 

 

 

 

 

表５ 産業中分類別 粗付加価値額（従業者４人以上の事業所） 

 

17 年 

（百万円） 

18 年 

（百万円） 

増減 

（百万円） 

対前年比

（％）

構成比

（％）

     製造業計 803,601 823,170 19,569 2.4 100.0 

9 食料品 26,713 26,751 38 0.1 3.2 

10 飲料・飼料 3,511 3,121 ▲ 390 ▲ 11.1 0.4 

11 繊維 100,606 94,022 ▲ 6,584 ▲ 6.5 11.4 

12 衣服 30,552 30,524 ▲ 28 ▲ 0.1 3.7 

13 木材 15,901 11,883 ▲ 4,018 ▲ 25.3 1.4 

14 家具 6,610 6,181 ▲ 429 ▲ 6.5 0.8 

15 パルプ・紙 22,171 21,676 ▲ 495 ▲ 2.2 2.6 

16 印刷 16,590 17,165 575 3.5 2.1 

17 化学 97,598 101,414 3,816 3.9 12.3 

18 石油・石炭 1,170 1,033 ▲ 137 ▲ 11.7 0.1 

19 プラスチック 68,993 49,809 ▲ 19,184 ▲ 27.8 6.1 

20 ゴム 574 556 ▲ 18 ▲ 3.1 0.1 

21 皮革 190 204 14 7.4 0.0 

22 窯業・土石 47,977 66,222 18,245 38.0 8.0 

23 鉄鋼 5,672 3,722 ▲ 1,950 ▲ 34.4 0.5 

24 非鉄金属 20,019 13,597 ▲ 6,422 ▲ 32.1 1.7 

25 金属 36,399 40,038 3,63９ 10.0 4.9 

26 一般機械 44,805 47,739 2,934 6.5 5.8 

27 電気機械 61,129 75,571 14,442 23.6 9.2 

28 情報通信機械 5,355 3,699 ▲ 1,656 ▲ 30.9 0.4 

29 電子･デバイス 119,331 134,208 14,877 12.5 16.3 

30 輸送機械 26,060 30,421 4,361 16.7 3.7 

31 精密機械 36,657 34,539 ▲ 2,118 ▲ 5.8 4.2 

32 その他 9,017 9,076 59 0.7 1.1 

図５　粗付加価値額（8,232億円）の
産業中分類別構成比
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6 付加価値額（従業者３０人以上の事業所） 
   

付加価値額は５，９９７億円で、前年に比べ２４９億円増（＋4.3％）となった。 

産業別に前年と比べると、増加した業種は、窯業・土石（200 億円増 ＋71.0％）、電子・デバイス（139 

億円増 ＋13.8％）、電気機械（137 億円増 ＋25.3％）など１０業種で、減少した業種は、プラスチック（191

億円減 ▲33.9％）、繊維（60 億円減 ▲9.1％）、非鉄金属（47 億円減 ▲34.7％）など１３業種となった。 

なお、従業者１人１か月当たりの付加価値額は９９万円となった。 

  また、付加価値率（＊）は３５．９％となり、前年より２．６ポイント低下した。【中分類別８】 

 
 

        

                         

                         

                         

                         

                         

        

                         

                         

                         

                         

 
『付加価値額＝生産額－原材料使用額等－（消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額）－減価償却額』 

＊付加価値率＝         付加価値額       ×１００ 
      生産額－（内国消費税額＋推計消費税額） 

 

 

 

 

 

 

 

表６ 産業中分類別 付加価値額（従業者３０人以上の事業所） 

 

17 年 

（百万円） 

18 年 

（百万円） 

増減 

（百万円）

対前年比

（％）

構成比

（％）

  製造業計 574,745 599,683 24,938 4.3 100.0 

9 食料品 13,300 13,963 663 5.0 2.3 

10 飲料・飼料 Ｘ Ｘ Ⅹ Ⅹ Ｘ

11 繊維 65,457 59,475 ▲ 5,982 ▲ 9.1 9.9 

12 衣服 21,465 20,961 ▲ 504 ▲ 2.3 3.5 

13 木材 8,868 5,997 ▲ 2,871 ▲ 32.4 1.0 

14 家具 2,655 2,605 ▲ 50 ▲ 1.9 0.4 

15 パ ル プ・紙 13,783 13,768 ▲ 15 ▲ 0.1 2.3 

16 印刷 8,388 8,770 382 4.6 1.5 

17 化学 84,165 91,092 6,927 8.2 15.2 

19 プラスチック 56,515 37,375 ▲ 19,140 ▲ 33.9 6.2 

20 ゴム Ｘ Ｘ Ⅹ Ⅹ Ｘ

21 皮革 Ｘ Ｘ Ⅹ Ⅹ Ｘ

22 窯業 ・土石 28,198 48,210 20,012 71.0 8.0 

23 鉄鋼 Ｘ Ｘ Ⅹ Ⅹ Ｘ

24 非鉄金属 13,443 8,785 ▲ 4,658 ▲ 34.7 1.5 

25 金属 21,694 23,032 1,338 6.2 3.8 

26 一般機械 26,041 30,919 4,878 18.7 5.2 

27 電気機械 54,070 67,761 13,691 25.3 11.3 

28 情報通信機械 5,673 2,381 ▲ 3,292 ▲ 58.0 0.4 

29 電子･デバイス 100,680 114,552 13,872 13.8 19.1 

30 輸送機械 20,079 23,903 3,824 19.0 4.0 

31 精密機械 22,388 20,316 ▲ 2,072 ▲ 9.3 3.4 

32 その他 3,251 3,181 ▲ 70 ▲ 2.2 0.5 

図６　付加価値額（5,997億円）の
産業中分類別構成比
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7 原材料使用額等（従業者４人以上の事業所） 
 

原材料使用額等は１兆１，６４０億円で、前年に比べ１，４８５億円増（＋14.6％）となった。 

産業別に前年と比べると、増加した業種は、電子・デバイス（353 億円増 ＋16.8％）、非鉄金属（348 億円増 

＋39.3％）など１８業種で、減少した業種は、その他（14 億円減 ▲14.5％）、衣服（6億円減 ▲1.9％）など 

など６業種となった。 

  また、従業者３０人以上の事業所の原材料使用額等は１兆１５億円となった。 

内訳は、原材料費８，４８４億円（構成比 84.7％）、燃料費２２３億円（同 2.2％）、電力料３０６億円（同 3.1％）、

委託生産費１,００３億円（同 10.0％）となっている。 

なお、従業者３０人以上の事業所の原材料率（＊）は５９．９％となり、前年より２．８ポイント上回った。   

【中分類別７・８】 

 
 

                              
       

                              
                              

       
                              

       
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
＊原材料率＝         原材料使用額等       ×１００ 

      生産額－（内国消費税額＋推計消費税額） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

表７ 産業中分類別 原材料使用額等（従業者４人以上の事業所） 

  

17 年 

（百万円） 

18 年 

（百万円） 

増減 

（百万円）

対前年比

（％）

構成比

（％）

    製造業計 1,015,431 1,163,955 148,524 14.6 100.0

9 食料品 30,372 29,974 ▲ 398 ▲ 1.3 2.6

10 飲料・飼料 1,785 1,605 ▲ 180 ▲ 10.1 0.1

11 繊維 80,564 87,937 7,373 9.2 7.6

12 衣服 33,582 32,945 ▲ 637 ▲ 1.9 2.8

13 木材 16,554 16,956 402 2.4 1.5

14 家具 8,102 8,533 431 5.3 0.7

15 パルプ・紙 21,572 21,565 ▲ 7 ▲ 0.0 1.9

16 印刷 11,336 11,471 135 1.2 1.0

17 化学 148,784 177,750 28,966 19.5 15.3

18 石油・石炭 2,559 2,210 ▲ 349 ▲ 13.6 0.2

19 プラスチック 49,177 54,332 5,155 10.5 4.7

20 ゴム 475 484 9 1.9 0.0

21 皮革 289 300 11 3.8 0.0

22 窯業・土石 26,845 30,494 3,649 13.6 2.6

23 鉄鋼 8,560 11,940 3,380 39.5 1.0

24 非鉄金属 88,663 123,478 34,815 39.3 10.6

25 金属 44,941 48,842 3,901 8.7 4.2

26 一般機械 70,619 74,395 3,776 5.3 6.4

27 電気機械 56,475 68,508 12,033 21.3 5.9

28 情報通信機械 8,241 10,136 1,895 23.0 0.9

29 電子･デバイス 209,996 245,275 35,279 16.8 21.1

30 輸送機械 49,381 58,539 9,158 18.5 5.0

31 精密機械 36,667 37,831 1,164 3.2 3.3

32 その他 9,890 8,456 ▲ 1,434 ▲ 14.5 0.7

図７　原材料使用額等（1兆1,640億円）の
産業中分類別構成比
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8 現金給与総額（従業者４人以上の事業所） 
 

従業者１人当たりの現金給与総額は３９０万円で、前年に比べ 6 万円増（＋1.6％）となった。 

産業別に前年と比べると、増加した業種は、情報通信機械（61 万円増 ＋19.2％）、鉄鋼（44 万円増 ＋9.8%） 

など 1４業種で、減少した業種は、皮革（16 万円減 ▲10.2％）、ゴム（14万円減 ▲3.8％）など９業種とな 

った。 

          
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

9 製造品等在庫額  （従業者３０人以上の事業所）  
 
  年末在庫額は１，７７７億円となった。 

在庫額が最も多い業種は、化学（380 億円 構成比 21.4％）で、以下、電子・デバイス（248 億円  同 13.9%）、 

非鉄金属（154 億円 同 8.7％）などとなっている。 

なお、在庫率（＊）は、１０．６％となり、前年より０．１ポイント上昇した。【別表１７】 

              

    

 

 

 

 

 

 

図8 年末在庫額（1,177億円）の産業中分類別構成比
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表８ 産業中分類別従業者１人当たり現金給与総額（従業者４人以上の事業所） 

 17 年（万円） 18 年（万円） 増減（万円） 対前年比（％） 

     製造業計 384 390 6 1.6  
9 食料品 231 237 6 2.6 

10 飲料・飼料 343 361 18 5.2 

11 繊維 340 330 ▲ 10 ▲ 2.9 

12 衣服 240 245 5 2.1 

13 木材 356 360 4 1.1 

14 家具 301 294 ▲ 7 ▲ 2.3 

15 パルプ・紙 377 377 0 0.0 

16 印刷 334 324 ▲ 10 ▲ 3.0 

17 化学 537 539 2 0.4 

18 石油・石炭 487 486 ▲ 1 ▲ 0.2 

19 プラスチック 419 421 2 0.5 

20 ゴム 370 356 ▲ 14 ▲ 3.8 

21 皮革 157 141 ▲ 16 ▲ 10.2 

22 窯業・土石 470 467 ▲ 3 ▲ 0.6 

23 鉄鋼 451 495 44 9.8 

24 非鉄金属 597 616 19 3.2 

25 金属 382 390 8 2.1 

26 一般機械 460 459 ▲ 1 ▲ 0.2 

27 電気機械 383 396 13 3.4 

28 情報通信機械 317 378 61 19.2 

29 電子･デバイス 514 509 ▲ 5 ▲ 1.0 

30 輸送機械 479 492 13 2.7 

31 精密機械 304 317 13 4.3 

32 その他 303 321 18 5.9 

 注：従業者 1 人当たり現金給与総額＝現金給与総額／従業者数 

＊在庫率＝      年末在庫額       ×１００    
   生産額－（内国消費税額＋推計消費税額） 



                                         

10 有形固定資産投資額（従業者３０人以上の事業所） 
    

有形固定資産投資額は１,１５８億円で、前年に比べ３０８億円増（＋36.2％）となり、３年連続の増 

    加となった。 

産業別に前年と比べると、増加した業種は、非鉄金属（74 億円増 ＋117.2％）、電子・デバイス（72 億円増 

＋25.9％）、窯業・土石（48 億円増 ＋111.5％）など 16 業種となり、減少した業種は、印刷（28 億円減 ▲73.7％）、

精密機械（7億円減 ▲35.6％）、食料品（3億円減 ▲37.8％）など 6業種となった。 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

         

                 

                   

                  

                  

                 

                  

                 

                 

                 

                 

                 

                 

       

                

 

表９ 産業中分類別 有形固定資産投資額（従業者３０人以上の事業所） 

 

17 年 

（万円） 

18 年 

（万円） 

増減 

（万円） 

対前年比

（％） 

構成比

（％） 

    製造品計 8,500,559 11,576,645 3,076,086 36.2 100.0

9 食料品 74,675 46,474 ▲ 28,201 ▲ 37.8 0.4 

10 飲料・飼料 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

11 繊維 614,102 616,079 1,977 0.3 5.3 

12 衣服 75,425 51,260 ▲ 24,165 ▲ 32.0 0.4 

13 木材 45,211 34,010 ▲ 11,201 ▲ 24.8 0.3 

14 家具 4,470 32,625 28,155 629.9 0.3 

15 パ ル プ・紙 106,874 146,588 39,714 37.2 1.3 

16 印刷 379,065 99,660 ▲ 279,405 ▲ 73.7 0.9 

17 化学 1,155,643 1,605,552 449,909 38.9 13.9 

19 プラスチック 325,377 594,571 269,194 82.7 5.1 

20 ゴム － － － － －

21 皮革 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

22 窯業 ・土石 433,095 915,870 482,775 111.5 7.9 

23 鉄鋼 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

24 非鉄金属 630,357 1,368,972 738,615 117.2 11.8 

25 金属 134,956 164,096 29,140 21.6 1.4 

26 一般機械 213,485 566,851 353,366 165.5 4.9 

27 電気機械 540,626 611,183 70,557 13.1 5.3 

28 情報通信機械 18,953 8,736 ▲ 10,217 ▲ 53.9 0.1 

29 電子･デバイス 2,795,006 3,520,001 724,995 25.9 30.4 

30 輸送機械 720,719 962,158 241,439 33.5 8.3 

31 精密機械 197,918 127,469 ▲ 70,449 ▲ 35.6 1.1 

32 その他 23,079 87,480 64,401 279.0 0.8 

図９　有形固定資産投資額（従業者30人以上の事業所）の推移
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図10　有形固定資産投資額（1,158億円）の

産業中分類別構成比
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11 工業用地（従業者３０人以上の事業所） 
 

工業用地敷地面積は１，２５０万ｍ２で、前年に比べ３０万ｍ２増となった。   

    １事業所当たりでみると２７，５２３ｍ２で、前年に比べ５５３ｍ２増加した。 

敷地面積が最も大きい業種は、化学（234 万ｍ２ 構成比 18.7％）で、以下、繊維（218 万ｍ２  17.4％）、 

非鉄金属（130 万ｍ２ 同 10.4％）の順となっている。【用地・用水統計表１】 

 

       
 表１０ 敷地面積および建築面積（従業者３０人以上の事業所）の前年比  

                                        （単位：％、ｍ２）  
  平成１７年 平成１８年 増減 

 
前年比

 
１事業所当たり 

（平成 17 年）

１事業所当たり

（平成１８年）

事業所数 452 454 2 0.4 －       － 
  敷地面積 12,190,555 12,495,486 304,931 2.5 26,970    27,523 
  建築面積   3,283,455  3,383,635    100,180 3.1 7,264      7,453 
延べ建築面積 4,519,953 4,642,173 122,220 2.7 10,000     10,225 

 

12 工業用水（従業者３０人以上の事業所） 
    

工業用水の１日当たりの使用量は８２万ｍ３で、前年に比べ４．８万ｍ３増となった。 

１日当たりの水源別水量では、回収水（47 万ｍ３ 構成比 56.8％）が最も多く、以下、井戸水（26 万ｍ３   同 32.0％）、

工業用水道（6 万ｍ３ 同 7.2％）の順となっている。 

１日当たりの用途別水量では、冷却用水・温調用水（62 万ｍ３ 構成比 76.1％）が最も多く、以下、製品処

理・洗じょう用水（15 万ｍ３ 同 18.2％）、その他（2 万ｍ３ 同 3.0％）の順となっている。 

   １事業所当たりでは、１，８０８ｍ３となった。【別表２１～２３】 

 
 

13 特産工業品（従業者４人以上の事業所） 
 
   本県の特産工業品として、「絹・人絹織物」、「細幅織物」、「洋紙・和紙・ふすま紙」、「打刃物」、「眼鏡・眼

鏡枠」、「漆器」の６品目を集計した。  
なお、事業所において異なった種類の品目を製造あるいは賃加工している場合は、それぞれ該当事業所数に

計上し、「延事業所数」として示したため、産業中・細分類別統計表の数値とは一致しない。【別表２４】  
                   
延事業所数は７９４事業所で、前年に比べ１０７事業所減少した。 
出荷額等は１，３８９億円で、前年に比べ３５億円減となった。品目別にみると、延事業所数、出荷額等と

もに「眼鏡・眼鏡枠」が最も高く、以下、「絹・人絹織物」、「細幅織物」の順となった。  
 
             
 

 

 

 

 



                                         

 

表１１ 特産工業品別、延事業所数、出荷額等の前年比 
                                （単位：百万円、％）

   
延 事 業 所 数 出 荷 額 等  

 １７年 １８年 前年比 １７年 １８年 前年比 
 絹 ・ 人 絹 織 物 241 213 ▲11.6   40,862   41,245  9.4 

 細 幅 織 物 116 106 ▲8.6   15,706   16,018     2.6 

 洋 紙 ・ 和 紙 ・ ふ す ま 紙 58 46 ▲20.7   7,777   6,113   ▲21.4  

 打 刃 物 14 14   0.0    424    402    ▲5.2 

 眼 鏡 ・ 眼 鏡 枠 366 320 ▲12.6   72,271   69,943 ▲3.2 

 漆 器 106 95 ▲10.4    5,323    5,173   ▲2.8  

 合 計 901 794 ▲11.9  142,363  138,894 ▲2.4 

  
 

表１２ 特産工業品別、出荷額等の推移  
（単位：億円）

 １２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 
 絹 ・ 人 絹 織 物   572   527   445   426     438     409   412 

 細 幅 織 物   169   160   158   168     165 157   160 

 洋紙・和紙・ふすま紙    66    60    73    67      77      78   61 

 打 刃 物       6    5    5    5       4       4    4 

 眼 鏡 ・ 眼 鏡 枠   1,174    977    830    779    765    723   699 

 漆 器      90    61    59    54      51      53    52 

 合 計   2,076  1,790  1,571  1,498   1,500   1,424 1,389 

                              
（注：出荷額等・・・製造品出荷額と加工賃収入額の計） 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                         

 

 

14 市町別（従業者４人以上の事業所） 
 

（１）事業所数 

 

前年と比べると、増加した市町はなく、減少した市町は鯖江市（60 事業所減 ▲11.0％）、越前市（44事業所 

減 ▲9.3％）、坂井市（39 事業所減 ▲8.6％）など１５市町となった。【市町別統計表 1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）従業者数 

 

従業者数の最も多い市町は、福井市（18,267 人 構成比 23.9％）で、以下、越前市（14,938 人 同 19.5％）、 

坂井市（11,058 人 同 14.4％）の順となっており、この３市で全体の５７.８％を占めている。 

前年と比べると、増加した市町は坂井市（718 人増 ＋6.9％）など７市町で、減少した市町は大野市（252 人減 

 ▲9.3％）など１０市町となった。【市町別統計表 1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１　事業所数の市町別構成比
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図１２　従業者数の市町別構成比
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（３）製造品出荷額等 

 

製造品出荷額等の最も多い市町は、越前市（4,805 億円 構成比 23.8％）で、以下、坂井市（3,844 億円   

  同 19.0％）、福井市（3,698 億円 同 18.3％）の順となっており、この３市で全体の６１.２％を占めている。 

前年と比べると、越前市（751 億円増 ＋18.5％）、坂井市（362 億円増 ＋10.4％）など１２市町で増加した。 

【市町別統計表 1】 

  

図１３　市町別の製造品出荷額等
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